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(57)【要約】
【課題】設備の小型化・反応の制御を可能とし、部品加
工ラインの中に組み込み、他の機械設備と連結して設置
し得る電解リン酸塩化成処理方法および装置を提供する
。
【解決手段】処理工程に投入された被処理物を第１の円
形回転体上に搭載して、被処理物の表面を前処理するた
めの前処理工程および前処理された該被処理物の表面に
リン酸塩化成皮膜を形成するリン酸塩化成処理工程を終
了した後に、被処理物を第１の円形回転体から第２の円
形回転体上に移載し、ついでリン酸塩化成皮膜を形成し
た該被処理物の表面を後処理する後処理工程を行ない、
被処理物を取出す。処理されるべき被処理物の投入、リ
ン酸塩化成処理された被処理物の後処理工程への移載お
よび後処理された被処理物の取り出しをロボットで行な
う。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被処理物の表面にリン酸塩化成皮膜を形成するための電解リン酸塩化成処理方法におい
て、該電解リン酸塩化成処理方法は、
　処理されるべき該被処理物を処理工程に投入する投入工程（Ａ）、該被処理物の表面を
前処理するための前処理工程（Ｂ）、前処理された該被処理物の表面にリン酸塩化成皮膜
を形成するリン酸塩化成処理工程（Ｃ）、リン酸塩化成皮膜を形成した該被処理物の表面
を後処理する後処理工程（Ｄ）、ならびに後処理された該被処理物を取り出す払出工程（
Ｅ）、を含み、
　投入された該被処理物を第１の円形回転体上に搭載して、該前処理工程（Ｂ）および該
化成処理工程（Ｃ）を終了した後に、化成処理された被処理物を第１の円形回転体から第
２の円形回転体上に移載し、ついで該後処理工程（Ｄ）を行ない、かつ
　処理されるべき該被処理物の投入、リン酸塩化成処理された被処理物の後処理工程への
移載および後処理された該被処理物の取り出しをロボットで行なう、
ことを特徴とする電解リン酸塩化成処理方法。
【請求項２】
　処理されるべき被処理物の投入、リン酸塩化成処理された被処理物の後処理工程への移
載および後処理された被処理物の取り出しが同一のロボットで行なわれる請求項１に記載
の電解リン酸塩化成処理方法。
【請求項３】
　前処理された被処理物を第１の円形回転体上から取り出し、併設した電解リン酸塩化成
処理槽に移載して浸漬処理した後に、リン酸塩化成処理した該被処理物を再度第１の円形
回転体に戻す請求項１または２に記載の電解リン酸塩化成処理方法。
【請求項４】
　第２の円形回転体上で該被処理物が浸漬により後処理される請求項１～３のいずれかに
記載の電解リン酸塩化成処理方法。
【請求項５】
　被処理物が鉄鋼材料もしくは非鉄金属材料である請求項１～４のいずれかに記載の電解
リン酸塩化成処理方法。
【請求項６】
　後処理が、リン酸塩化成処理された被処理物のリン酸塩化成皮膜上に潤滑膜または塗装
膜を形成するための処理である請求項１～５のいずれかに記載の電解リン酸塩化成処理方
法。
【請求項７】
　リン酸塩化成処理浴が、リン酸およびリン酸イオンと、硝酸イオンと、リン酸溶液に溶
解しリン酸イオンと錯体を形成する金属イオンおよび/または浴中に溶解しているイオン
が還元されて皮膜となる金属イオン、とを含む請求項１～６のいずれかに記載の電解リン
酸塩化成処理方法。
【請求項８】
　被処理物の表面にリン酸塩化成皮膜を形成するための電解リン酸塩化成処理装置であり
、該電解リン酸塩化成処理装置は、第１および第２の円形回転体ならびにロボットを含み
、
　該ロボットは、（ア）処理されるべき該被処理物を第１の円形回転体に投入、搭載し；
（イ）該被処理物の表面を清浄化するための前処理および前処理された該被処理物の表面
にリン酸塩化成皮膜を形成するリン酸塩化成処理された、被処理物を、第１の円形回転体
から第２の円形回転体に移載し；ついで（ウ）表面を後処理された被処理物を第２の円形
回転体から取り出す、ように構成されてなる、
電解リン酸塩化成処理装置。
【請求項９】
　ロボットが一台である請求項８に記載の電解リン酸塩化成処理装置。
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【請求項１０】
　第１の円形回転体に併設して電解リン酸塩化成処理槽が設けられており、前処理された
被処理物を第１の円形回転体上から取り出し、該電解リン酸塩化成処理槽に移載して浸漬
処理した後に、リン酸塩化成処理した該被処理物を再度第１の円形回転体に戻すことがで
きるように、第１の円形回転体から該電解リン酸塩化成処理槽への移載機構を設けてなる
請求項８または９に記載の電解リン酸塩化成処理装置。
【請求項１１】
　第２の円形回転体上に後処理槽が設けられている請求項８～１０のいずれかに記載の電
解リン酸塩化成処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は金属材料表面にリン酸塩化成皮膜を形成するための電解リン酸塩化成処理方法
およびそのための装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　リン酸塩化成処理は、鉄鋼材料等の被処理物（部品）（ワーク）の塗装下地処理、冷間
鍛造用潤滑処理等に広く利用されている。リン酸塩化成処理の方法は、無電解処理技術（
リン酸塩化成皮膜形成に外部電源を使わない処理）と電解処理技術（リン酸塩化成皮膜形
成に外部電源を使う処理）の2つに分けられる。
【０００３】
　無電解処理では、溶液内の金属イオンの還元反応と溶液に添加する酸化剤の酸化反応と
の間で形成される電気化学反応が利用される。無電解処理では、被処理物の表面以外での
リン酸塩の結晶化（スラッジ形成）が不可避的に発生するため、皮膜形成を効率的に制御
することは困難である。また、上記のように無電解処理では反応を確実に制御することが
困難なために少量・短時間の処理は困難であり、大量・長時間処理が一般的であった。す
なわち、大型装置（汎用装置）を用いるのが通例であった。
【０００４】
　一方、電解処理は、浴中の反応を被処理物の表面に限定して皮膜形成反応を行うため、
実質的にスラッジを形成することはない。また、反応を効率的に行うため、無電解処理に
比較し時間を短くし、少量でも実施できる。したがって、処理装置を小型化でき、処理設
備を部品加工全体の一連の加工ライン中に配置することができる。このようなリン酸塩化
成処理装置の機械加工ラインへの配置は、従来の大型装置では実現不可能であった（特開
２０００－２３４２００号公報、特開２００２－３２２５９３号公報、特開２００６－３
０７２８９号公報、特開２００７－２３３３４号公報）。
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－２３４２００号公報
【特許文献２】特開２００２－３２２５９３号公報
【特許文献３】特開２００６－３０７２８９号公報
【特許文献４】特開２００７－２３３３４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、上記の課題を解決し、設備の小型化・反応の制御を可能とし、したがって部
品加工ラインの中に組み込み、他の機械設備と連結して設置することを可能とする、電解
リン酸塩化成処理方法およびそのための装置を提供するものである。例えば、鍛造潤滑皮
膜形成装置として鍛造加工ラインに設置し、鍛造プレスの加工速度に合せて、処理を行う
ことが可能である。機械加工ラインの中に潤滑処理設備を設置する場合、その設備は小面
積・簡素であり、設備の移動（移設）が容易であることが望まれる。本発明は、そのよう
な設備の小型化・簡素化・移動の容易性を課題として、その解決を行うものである。
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【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、上記の課題を解決するために下記の発明を提供する。
【０００８】
　（１）被処理物の表面にリン酸塩化成皮膜を形成するための電解リン酸塩化成処理方法
において、該電解リン酸塩化成処理方法は、処理されるべき該被処理物を処理工程に投入
する投入工程（Ａ）、該被処理物の表面を前処理するための前処理工程（Ｂ）、前処理さ
れた該被処理物の表面にリン酸塩化成皮膜を形成するリン酸塩化成処理工程（Ｃ）、リン
酸塩化成皮膜を形成した該被処理物の表面を後処理する後処理工程（Ｄ）、ならびに後処
理された該被処理物を取り出す払出工程（Ｅ）、を含み、投入された該被処理物を第１の
円形回転体上に搭載して、該前処理工程（Ｂ）および該化成処理工程（Ｃ）を終了した後
に、化成処理された被処理物を第１の円形回転体から第２の円形回転体上に移載し、つい
で該後処理工程（Ｄ）を行ない、かつ処理されるべき該被処理物の投入、リン酸塩化成処
理された被処理物の後処理工程への移載および後処理された該被処理物の取り出しをロボ
ットで行なう、ことを特徴とする電解リン酸塩化成処理方法；
（２）処理されるべき被処理物の投入、リン酸塩化成処理された被処理物の後処理工程へ
の移載および後処理された被処理物の取り出しが同一のロボットで行なわれる上記（１）
に記載の電解リン酸塩化成処理方法；
（３）前処理された被処理物を第１の円形回転体上から取り出し、併設した電解リン酸塩
化成処理槽に移載して浸漬処理した後に、リン酸塩化成処理した該被処理物を再度第１の
円形回転体に戻す上記（１）または（２）に記載の電解リン酸塩化成処理方法；
（４）第２の円形回転体上で該被処理物が浸漬により後処理される上記（１）～（３）の
いずれかに記載の電解リン酸塩化成処理方法；
（５）被処理物が鉄鋼材料もしくは非鉄金属材料である上記（１）～（４）のいずれかに
記載の電解リン酸塩化成処理方法；
（６）後処理が、リン酸塩化成処理された被処理物のリン酸塩化成皮膜上に潤滑膜または
塗装膜を形成するための処理である上記（１）～（５）のいずれかに記載の電解リン酸塩
化成処理方法；
（７）リン酸塩化成処理浴が、リン酸およびリン酸イオンと、硝酸イオンと、リン酸溶液
に溶解しリン酸イオンと錯体を形成する金属イオンおよび/または浴中に溶解しているイ
オンが還元されて皮膜となる金属イオン、とを含む上記（１）～（６）のいずれかに記載
の電解リン酸塩化成処理方法；
（８）被処理物の表面にリン酸塩化成皮膜を形成するための電解リン酸塩化成処理装置で
あり、該電解リン酸塩化成処理装置は、第１および第２の円形回転体ならびにロボットを
含み、
　該ロボットは、（ア）処理されるべき該被処理物を第１の円形回転体に投入、搭載し；
（イ）該被処理物の表面を清浄化するための前処理および前処理された該被処理物の表面
にリン酸塩化成皮膜を形成するリン酸塩化成処理された、被処理物を、第１の円形回転体
から第２の円形回転体に移載し；ついで（ウ）表面を後処理された被処理物を第２の円形
回転体から取り出す、ように構成されてなる、電解リン酸塩化成処理装置；
（９）ロボットが一台である上記（８）に記載の電解リン酸塩化成処理装置；
（１０）第１の円形回転体に併設して電解リン酸塩化成処理槽が設けられており、前処理
された被処理物を第１の円形回転体上から取り出し、該電解リン酸塩化成処理槽に移載し
て浸漬処理した後に、リン酸塩化成処理した該被処理物を再度第１の円形回転体に戻すこ
とができるように、第１の円形回転体から該電解リン酸塩化成処理槽への移載機構を設け
てなる上記（８）または（９）に記載の電解リン酸塩化成処理装置；ならびに
（１１）第２の円形回転体上に後処理槽が設けられている上記（８）～（１０）のいずれ
かに記載の電解リン酸塩化成処理装置、
である。
【発明の効果】
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【０００９】
　本発明によれば装置の小型化に有効であり、被処理物の移し替え（移載）を設備内の１
箇所に集約し、円形ターンテーブル方式の処理装置を組み合わせることで、設備の長さ方
向・幅方向を集約できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　本発明の電解リン酸塩化成処理方法は、被処理物の表面にリン酸塩化成皮膜を形成する
ための電解リン酸塩化成処理方法であって、処理されるべき被処理物を処理工程に投入す
る投入工程（Ａ）、被処理物の表面を前処理するための前処理工程（Ｂ）、前処理された
被処理物の表面にリン酸塩化成皮膜を形成するリン酸塩化成処理工程（Ｃ）、リン酸塩化
成皮膜を形成した被処理物の表面を後処理する後処理工程（Ｄ）、ならびに後処理された
被処理物を取り出す払出工程（Ｅ）、を含む。
【００１１】
　本発明において、被処理物（部品）（ワーク）は鉄鋼材料もしくは非鉄金属材料であり
、電解リン酸塩化成処理としては、好適には、それらの被処理物の塗装下地処理、鍛造加
工潤滑処理等が挙げられる。
【００１２】
　被処理物の表面を清浄化するための前処理工程（Ｂ）は、脱脂・水洗等の表面の汚れを
除去するための工程である。皮膜の形成を容易とする表面調整処理も前処理に含み得る。
【００１３】
　前処理された該被処理物の表面にリン酸塩化成皮膜を形成する化成処理工程（Ｃ）は、
リン酸塩化成皮膜（無機皮膜）を形成する工程である。
【００１４】
　リン酸塩化成皮膜を形成した該被処理物の表面を後処理する後処理工程（Ｄ）は、リン
酸塩化成皮膜の上に形成し必要な機能を発揮するための処理であり、例えば、潤滑処理で
は潤滑膜（有機石鹸等）を形成し、潤滑機能を形成する。また、リン酸塩化成処理を塗装
下地処理として適用する場合は、後処理として塗装膜を形成する。
【００１５】
　このような、後処理は主に有機系皮膜を形成する。これは、鉄鋼等の金属に直接後加工
処理をするのに対し、金属表面にリン酸塩化成皮膜を形成することが、後処理の機能を大
幅に向上させ、実用化技術として利用可能となるためである。
【００１６】
　上記の3つの工程（Ｂ）～（Ｄ）は、それぞれ前工程からの化学成分がその工程に持ち
込まれないようにするのが好適である。故に、前処理工程の後には水洗を行い、前処理工
程における脱脂のための薬剤・油成分がリン酸塩化成処理工程に持ち込まれないようにす
るのが好適である。さらに、リン酸塩化成処理工程の後には水洗を行い化成処理浴成分が
、次の後処理工程に持ち込まれないようにするのが好適である。
【００１７】
　前処理工程とリン酸塩化成処理工程の間は、脱脂液が常温でも水に溶解可能な水溶液で
あることから、同一設備内で水洗工程を通すことで前工程からの成分を後工程に持ち込む
ことは容易に防止できる。しかし、リン酸塩化成処理工程と後処理工程の間は、リン酸塩
化成処理工程の成分が、後処理工程に持ち込まれないように厳密に区分されるのが好適で
ある。
【００１８】
　一般的に後処理工程では、上記のように有機系成分が用いられる。故に、リン酸塩化成
処理工程と後処理工程の間は、搬送治具を共有しない等で厳密に区分することが行われて
いる。すなわち、前処理工程とリン酸塩化成処理工程は、搬送治具の共用化が可能である
が、リン酸塩化成処理工程と後処理工程では、一般的に搬送治具の共用化は不可である。
【００１９】
　リン酸塩化成処理装置ではリン酸塩化成処理工程と後処理工程を、搬送治具を含めて分
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離する必要があり、小型化を行う場合には搬送・移し替え機構の簡素化を考慮して設備を
製作することが必要である。本発明方法によれば、搬送・移し替え機構を分離して離れた
位置に設置するのでなく、2つの円形回転体、すなわち円形ターンテーブル式処理装置と
ロボット、好適には同一ロボット、とを使用することで搬送・移し替え機構を同じ位置に
集約することで小型化を達成しうる。
【００２０】
　ロボットは、ある程度自律的に連続した自動作業、すなわち取り出し、移し替え等を行
う機械であれば特に制限されない。
【００２１】
　本発明方法においては、投入された被処理物を第１の円形回転体上に搭載して、前処理
工程（Ｂ）および化成処理工程（Ｃ）を終了した後に、化成処理された被処理物を第１の
円形回転体から第２の円形回転体上に移載し、ついで後処理工程（Ｄ）を行ない、処理さ
れるべき被処理物の投入、リン酸塩化成処理された被処理物の後処理工程への移載および
後処理された被処理物の取り出しをロボットで行なう。そして、好適には、処理されるべ
き被処理物の投入、リン酸塩化成処理された被処理物の後処理工程への移載および後処理
された被処理物の取り出しが同一のロボットで行なわれる。
【００２２】
　また、本発明方法においては、前処理された被処理物を第１の円形回転体上から取り出
し、併設した電解リン酸塩化成処理槽に移載して浸漬処理した後に、リン酸塩化成処理し
た該被処理物を再度第１の円形回転体に戻すのが好適である。さらに、リン酸化成処理さ
れた被処理物を第２の円形回転体に移載した後に、第２の円形回転体上に設けられた後処
理槽で浸漬処理されて後処理される。
【００２３】
　本発明における電解リン酸塩化成処理浴としては、たとえば特開２０００－２３４２０
０号および特開２００２－３２２５９３号公報等に記載されている化成処理浴に基づいて
目的により組成、濃度、ｐＨ，温度等を適宜選定し得る。このようなリン酸塩化成処理浴
としては、リン酸およびリン酸イオンと、硝酸イオンと、リン酸溶液に溶解しリン酸イオ
ンと錯体を形成する金属イオンおよび/または浴中に溶解しているイオンが還元されて皮
膜となる金属イオンと、を含むのが好適である。そして、浴中でリン酸およびリン酸イオ
ンと溶解する金属イオンとしては亜鉛イオン、マンガンイオンおよび/または鉄イオンが
挙げられ、一方、浴中に溶解しているイオンが還元されて皮膜となる金属イオンとしては
ニッケルイオン、銅イオン、マンガンイオン、コバルトイオン、鉄イオンおよび/または
亜鉛イオンが挙げられる。
【００２４】
　本発明方法を実施するために用いられる装置としては、被処理物の表面にリン酸塩化成
皮膜を形成するための電解リン酸塩化成処理装置であり、その電解リン酸塩化成処理装置
は、第１および第２の円形回転体ならびにロボットを含み、そのロボットは、（ア）処理
されるべきその被処理物を第１の円形回転体に投入、搭載し；（イ）その被処理物の表面
を清浄化するための前処理および前処理された該被処理物の表面にリン酸塩化成皮膜を形
成するリン酸塩化成処理された、被処理物を、第１の円形回転体から第２の円形回転体に
移載し；ついで（ウ）表面を後処理された被処理物を第２の円形回転体から取り出す、よ
うに構成されてなる、電解リン酸塩化成処理装置が挙げられる。
【００２５】
　処理されるべき被処理物の投入、搭載、リン酸塩化成処理された被処理物の後処理工程
への移載ならびに後処理された被処理物の取り出しを行なうために一台のロボットが用い
られるのが好適である。したがって、投入、移載、取り出し箇所はロボットが働く位置に
配置される。
【００２６】
　本発明装置の好適な態様においては、第１の円形回転体に併設して電解リン酸塩化成処
理槽が設けられており、前処理された被処理物を第１の円形回転体上から取り出し、該電
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解リン酸塩化成処理槽に移載して浸漬処理した後に、リン酸塩化成処理した該被処理物を
再度第１の円形回転体に戻すことができるように、第１の円形回転体から該電解リン酸塩
化成処理槽への移載機構を設けてなる。移載機構としては、特に制限されないが、たとえ
ば、第１の円形回転体にセットされた被処理物を電解処理用電源と接続した電解用治具で
チャックする。被処理物をチャックした電解用治具は、第１の円形回転体と離れて設置し
た電解槽上部に移動し、その後、直ちに電解槽に被処理物を浸漬し、電源を作動させて電
解処理を行なう。電解処理を行なった被処理物は、電解用治具にチャックされたまま、電
解槽から揚げられ、その後、第１の円形回転体上に移動し、第１の円形回転体の元の搬送
治具にセットされる。この間、第１の円形回転体は停止している。
【００２７】
　さらに、第２の円形回転体上に後処理槽が設けられており、被処理物を浸漬して後処理
し得るように構成されている。
【００２８】
　リン酸塩化成処理装置を鍛造用潤滑処理装置として適用する場合には、潤滑処理装置を
鍛造部品加工の中の1つの工程とし、鍛造加工の前に設置するのが一般的である。その場
合、潤滑処理装置は後工程の鍛造加工の加工速度に合せて処理を行うことが求めれる。よ
り具体的には、後工程の鍛造加工（プレス）の加工速度に合わせた処理を行うのが望まれ
る。すなわち、鍛造加工が30秒/１個の生産・加工能力であるならば、潤滑処理もその能
力で処理をするのが好適である。それを超える処理能力は、鍛造加工前に被加工物を滞留
させることになるからである。本発明は、前後工程との生産能力を同期化させた設備に好
適であり、従って、生産規模の適正化を図ることができる。
【００２９】
　さらに、設備の集約と同一場所での搬送・移替えについて説明する。設備の集約は、被
処理物（ワーク）を処理・移動させる部分をできるだけ小さくし、小型化することを意味
する。ワークは「投入」→「前処理」→「化成処理」→「後処理：潤滑処理」→「払い出
し」の工程を移動する。本発明によれば、上記の各工程間をワークが移動し・移載する。
際に,工程間のワーク移載を簡潔にまとめることができる。
【００３０】
　図１は、本発明において後処理として潤滑処理を行なう態様を示したものである。ワー
クは、「投入」で投入コンベアから設備（第１の円形回転体上）にロボットで移し替えら
れる（移載１）。「前処理」→「化成処理」において、ワークは第１の円形回転体の上を
搬送され、化成処理の位置に到達した時点で、第１の円形回転体から併設した電解リン酸
塩化成処理槽に移載され、浸漬、化成処理で化成皮膜が形成される。その後、電解リン酸
塩化成処理槽から再び第１の円形回転体に戻すために移載される（移載２）。前処理にお
いて、ワークは３段で脱脂（脱脂１、２および３）された後に、３段で水洗され（水洗１
、２および３）、ついでリン酸チタン系コロイド等により帯電防止等のために表面調整さ
れる。化成処理されたワークは２段の水洗を行った後（水洗４および５）、上記ロボット
で第２の円形回転体上に移し替えられる（移載３）。第２の円形回転体上の潤滑処理槽で
潤滑処理され、潤滑剤皮膜が形成される。ついで、ワークは潤滑処理装置から上記ロボッ
トで「払い出し」コンベアに移載される（移載４）。
【実施例】
【００３１】
　以下、図１および図２とともに、本発明を実施例によりさらに詳細に説明する。
実施例１
　33φ×12.3Ｌ（材質：S-15C）の短い円筒状のワークを潤滑処理した。その工程は、「
投入」→「前処理」→「化成処理」→「後処理」→「払い出し」の順である。設備は、「
前処理」→「化成処理」を行う第１の円形回転体（円形ターンテーブル方式処理装置）と
、「後処理」を行う第２の円形回転体（円形ターンテーブル方式処理装置）から構成され
る。
【００３２】
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　これらの円形ターンテーブル方式処理装置は、2つのワークを１つのロットとして搬送
する。すなわち、搬送は、ロボットで１ケづつ２回行う方式である。ワークは、投入コン
ベアから１ケづつ２回で第１の円形ターンテーブル方式処理装置に移し替えられる。第１
の円形ターンテーブル方式処理装置は４２秒毎に１ピッチ移動する（後処理である潤滑処
理のプレスは２３秒毎に１ケ加工するために、その加工スピードに合せた。）。従って、
ロボットによる移し替えは、４２秒毎に投入コンベア→第１の円形ターンテーブル方式処
理装置、第１の円形ターンテーブル方式処理装置→第２の円形ターンテーブル方式処理装
置、第２の円形ターンテーブル方式処理装置→払出コンベア、の３つの搬送・移し替えを
行う。
【００３３】
　処理設備では、「投入」→「前処理」→「化成処理」→「後処理」→「払い出し」の順
で加工が行われ、潤滑皮膜が形成される。
【００３４】
　前処理において脱脂及び水洗は、シャワーで行われる。化成処理は第１の円形ターンテ
ーブルからワークを電解槽に移送し行われる。又、潤滑処理は、たとえば８０℃浴に浸漬
することで行われる。
【００３５】
　本装置の電気制御盤は、投入・払出コンベアの下側に置かれる。故に図１の本発明装置
は、電気制御盤を含んだものであり（図示せず）、長さ４ｍ、幅2.5ｍ、高さ1.5ｍの大き
さである。電気制御盤を含んだ装置は、設備内の電気配線に触れること無く移設・搬送が
可能である。
【００３６】
　従来の潤滑処理装置は、通常、電気制御盤は別置きしており、電気制御盤まで一括して
の搬送・移設は困難である。故に、設備内の電気配線に触れること無く移設・搬送が可能
であることは画期的なことである。
比較例１
　実施例１と同一の円筒状ワークを用いて、図２に概要を示す従来一般的な装置により、
潤滑処理した。工程は、「投入」→「前処理」→「化成処理」→「後処理」→「払い出し
」の順であった。設備は、投入と払出が反対側になっている。
【００３７】
　ワークの移し替えは、「投入」部、「化成処理」→「後処理」への移し替え部、「払い
出し」部の3ケ所行うことが必要になる。それぞれの移し替え部は離れているため、同一
のロボットを使用することは不可能である。
【００３８】
　実施例１と同じように、後加工のプレスは２３秒毎に１ケ加工するので、その加工スピ
ードに合せた処理を行う場合、図２に示す装置の大きさは、長さ4.5ｍ、幅３ｍ、高さ1.5
ｍであるが、電気制御盤は別置きであるのでその中には含まれない。従って、この装置を
移設・搬送する際には電気工事（断線・配線）が必須である。
【００３９】
　以上のように、図２に示す装置は、本発明の装置に比較し大きくなり、移設・搬送の点
でも不利である。
【産業上の利用可能性】
【００４０】
　本発明方法および装置によれば、処理装置の小型化に有効であり、ワークの移し替えを
設備内の１ケ所に集約し、円形ターンテーブル方式の処理装置を組み合わせることで、設
備の長さ方向・幅方向を集約できる。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１】本発明のリン酸塩化成処理装置の一例を示す概要図。
【図２】比較例１で用いた、従来の一般的なリン酸塩化成処理装置を示す概要図。
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